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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期
第１四半期
連結累計期間

第60期
第１四半期
連結累計期間

第59期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（百万円） 8,100 7,270 30,869

経常利益（百万円） 914 479 2,817

四半期（当期）純利益（百万円） 538 275 1,820

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
664 126 1,267

純資産額（百万円） 41,658 40,625 40,802

総資産額（百万円） 46,999 46,698 46,734

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
18.73 9.88 63.82

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） 88.06 86.41 86.74

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４．第59期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。　

　なお、当社は、台湾市場における当社ＣＭＰ製品の積極的拡販と技術支援、新規需要や顧客ニーズへの対応力強化等

を図るため、子会社を設立することにいたしました。

　設立する子会社の概要は以下のとおりであります。　

（１） 　商号 　：
　臺灣福吉米股?有限公司

　FUJIMI TAIWAN LIMITED

（２）　代表者 　： 　青木 利一郎

（３）　所在地 　： 　台湾 苗栗縣銅鑼郷 新竹サイエンスパーク 銅鑼園区（予定）

（４）　認可申請日 　： 　平成23年８月２日

（５）　事業内容 　： 　研磨材等の開発・製造・販売

（６）　資本金 　： 　設立時 200百万新台湾ドル

（７）　出資比率 　： 　当社100％
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

    

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

（１）業績の状況

  当第１四半期連結累計期間の当社グループを取り巻く環境は、米国景気の腰折れ懸念や欧州の債務問題、新興国の

景気減速感の高まりに加え、国内では３月11日に発生した東日本大震災の影響による経済活動の停滞や夏場の電力不

足問題等により、先行きは依然として不透明な状況が続いております。半導体市場は、一般消費者向けを中心とした最

終製品の需要減速により、一部に生産調整の動きも見られ軟調に推移しました。

　こうした状況下、当社グループでは一丸となって売上拡大とコスト削減に努めたものの、当第１四半期連結累計期間

の業績は、売上高7,270百万円（前年同四半期比10.2％減）、うち製品売上高7,196百万円（前年同四半期比9.9％減）

となりました。また、利益面では、営業利益462百万円（前年同四半期比49.4％減）、経常利益479百万円（前年同四半

期比47.6％減）、四半期純利益275百万円（前年同四半期比48.7％減）となりました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、セグメント別売上高、営業利益はセグメント間取引等調整前の数

値であります。

　日本につきましては、半導体市場全般の需要減少によりシリコンウェハー向け製品、ＣＭＰ向け製品及びハードディ

スク向け製品の販売が減少し、売上高は6,120百万円（前年同四半期比12.0％減）、営業利益は664百万円（前年同四

半期比39.1％減）となりました。

　北米につきましては、ほぼ前年同四半期並みに推移し、売上高は1,423百万円（前年同四半期比3.7％増）となり、コ

スト削減などにより営業利益は78百万円（前年同四半期比171.4％増）となりました。

　アジアにつきましては、主力であるハードディスク向け製品の販売が減少し、売上高は718百万円（前年同四半期比

1.3％減）となり、製品構成の影響などにより営業利益は28百万円（前年同四半期比65.0％減）となりました。

　一方、欧州につきましては、シリコンウェハー向けポリシング材及びＣＭＰ向け製品の販売が増加し、売上高は486百

万円（前年同四半期比14.3％増）となったものの、為替の影響などにより営業利益は９百万円（前年同四半期比

73.7％減）となりました。

　

　用途別売上の実績は、次のとおりであります。

　当社グループの主力となるシリコンウェハー向け製品につきましては、半導体市場全般の低迷を受け、ラッピング材

の売上高は850百万円(前年同四半期比10.1％減)、ポリシング材の売上高は1,846百万円(前年同四半期比3.6％減)と

なりました。

　ＣＭＰ向け製品につきましては、国内外のデバイスメーカーへの出荷が減少し、売上高は2,038百万円（前年同四半

期比7.9％減）となりました。

　ハードディスク向け製品につきましては、従来型パソコンの低調な出荷状況などにより、売上高は427百万円（前年

同四半期比49.8％減）となりました。

　シリコン切断に使用されるワイヤーソー向け製品につきましては、安価な新興国製品による影響などにより、売上高

は478百万円（前年同四半期比14.3％減）となりました。

　水晶振動子等の研磨に使われる水晶デバイス向け製品につきましては、売上高は127百万円（前年同四半期比15.0％

減）となりました。

　サファイヤ基板向け製品につきましては、ＬＥＤの需要は増大したものの、海外チップメーカーの在庫調整等によ

り、売上高は99百万円（前年同四半期比9.5％減）となりました。

　溶射材につきましては、ほぼ前年同四半期並みに推移し、売上高は307百万円（前年同四半期比0.3％減）となりまし

た。

　商品につきましては、売上高は73百万円（前年同四半期比35.7％減）となりました。
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、株式会社の支配に関する基本方針については次のとおりであります。

１．基本方針の内容　

　当社は、当社の株式は金融商品取引所に上場されていることから、資本市場において自由に取引されるべきものであ

ると考えております。したがって、当社の株券等の大規模買付行為については、原則としてこれを否定するものではな

く、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、最終的には株主の自由な意思に基づいて決定されるべきもの

と考えております。 

　しかしながら、近時のわが国資本市場においては、対象会社の経営陣との十分な協議や合意の形成を経ることなく、

一方的に株券等の大規模買付行為を強行するといった動きが顕在化しております。

　このような株券等の大規模買付行為の中には、十分な情報が提供されないまま、株主に株式の売却を事実上強要する

恐れのあるものや、取締役会が当該大規模買付行為の内容の検討や代替案の提案等を行うための十分な時間を与えな

いもの、真摯に会社の経営を行う意思に乏しいもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう

大規模買付行為もないとはいえません。

　当社としましては、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方として、当社の経営理念を尊重し、当社の企業

価値の源泉やステークホルダーとの信頼関係を壊すことなく、中長期的な視点で当社の企業価値ひいては株主の共同

の利益の向上を真摯に目指す者でなければならないと考えております。

　当社の企業価値の源泉を十分理解し、これらを中長期的に確保し、長年築きあげてきた技術、ノウハウ等の無形の経

営資源と市場とを有機的に結合させ企業価値の増大を図る経営をするのでなければ、ステークホルダーの信頼を得る

ことができず、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に反することになると考えます。

　当社は、上記のような当社の企業価値の源泉を理解せず、これらを中長期的に確保し、企業価値の増大を図る経営を

企図しない大規模買付行為やこれに類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に反する恐れが

ある当社の株券等の大規模買付行為を行う者は、財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考え

ます。
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２．基本方針の実現に資する取組み　

①当社の企業価値の源泉について

　当社の創業以来蓄積されたノウハウと研究開発力から生まれた当社製品の数々は、シリコンウェハーに代表される

半導体基板の鏡面研磨、半導体チップの多層配線に必要なＣＭＰ(化学的機械的平坦化)、コンピュータ用ハードディ

スクの研磨等高精度な表面加工が求められる先端産業に欠かせぬものとなっております。なかでも、主力事業分野で

あるシリコンウェハー用超精密研磨材では世界ナンバーワンのマーケットシェアを維持しつつ、大手企業の新規参入

に対して市場優位性を維持しております。

　また、当社製品は太陽電池向けシリコンの切断や、水晶デバイス向けウェハー研磨用にも使われております。最近で

は、耐衝撃性を飛躍的に高めたサーメット溶射材の商品化で新分野を開拓しております。また、低消費電力の光源とし

て急速に市場が拡大しつつあるＬＥＤ用のサファイヤ基板や、次世代パワーデバイスとして期待されているＳｉＣ基

板等、従来技術では難しい硬脆材料の研磨・研削技術の研究開発を進めております。また、炭化ケイ素やアルミナ等、

原材料の特徴を生かした機能材料、光学用レンズの研削加工に用いるダイヤモンドペレット等の開発にも積極的に取

り組んでおります。

　このように当社は、「パウダーテクノロジー」を事業領域の基本として、コア技術を高め先端技術をリードすること

により、お客様の満足度を高め信頼を勝ち得てまいりました。また、当社は特定の企業グループに属することなく独立

性の高い経営を堅持していることも、多くのお客様から受け入れていただいている一因と考えております。

　先端技術を通してより良い製品づくりに貢献し、人々の心をつなぎ、生活を豊かにするという当社のコーポレートス

ローガン「技術を磨き、心をつなぐ」は今後も引き続き掲げてまいります。

　当社はこうした「ものづくりの精神」と従業員一人ひとりが変化に果敢に挑戦するという企業風土とＩＴを駆使し

た情報の共有化をテコに、企業競争力の向上と持続的成長によって企業価値を増大してまいりました。

　当社の企業価値の源泉は、こうした製造現場と一体となった高い技術力・開発力、長い歴史のなかで培われたお客様

との信頼関係、労使間の健全且つ一体感のある企業風土にあると考えております。

　今後の技術革新をリードし業績の拡大を目指していくためにも、お客様の信頼度の更なる向上、従業員の士気向上を

図っていくことが重要と考えており、当社はこうした方針のもと、引き続き企業価値の向上にグループを挙げ取り組

んでまいります。　

②企業価値向上のための取組み（中期経営計画）

　当社はバランス・スコアカード(ＢＳＣ)の考え方をもとに、平成21年６月に、平成30年（2018年）３月期を最終年度

とする９年間の新たな中長期経営計画を策定いたしました。　

　中長期経営計画は３年を区切りとする３次の中期計画を基にしています。第一段階は自己診断と成長のための基礎

体力づくり、成長のための種まきにあて、第二段階はまいた種をきちんと育てる時期、そして第三段階は事業が花開

き、実を収穫する時期、と位置づけ、単に計画期間における売上や利益率の向上を目指すだけでなく、当社のあるべき

姿、進むべき道をより明確にするため、企業理念・ビジョンの見直しを図りました。新しい企業理念は企業使命、経営

姿勢、行動規範の３点からなり、企業ビジョンは事業アイデンティティー、企業文化ビジョン、事業構造ビジョンから

構成されております。

　今後当社は経済環境の変化が見込まれる中でアグレッシブな成長を目指し、積極果敢にチャレンジしなければなら

ないと考えております。それに加えてどのような景気変動下にあっても安定的な成長を遂げるため、特定の事業や用

途に偏ることがない事業構造が必要と考えております。そのため従来から推進しているシリコン・ＣＭＰ・ディスク

・機能材・溶射材の５事業に加え、新規事業と新たな用途の探索に継続的にチャレンジし、その実現に向け様々な可

能性を含めた検討を進めることといたしました。具体的には平成21年に基盤技術課を設立し、(1)ろ過・分級、(2)砥

粒、(3)ケミカルの３つのコア技術を中心に、技術開発を進め、商品開発の加速、事業の更なる拡大を推進しておりま

す。このことを通じて、安定した事業構造を維持するため将来的には事業構造比率として半導体関連比率50％、非半導

体関連比率50％を目指しております。

　また、全社レベルの目標を事業ごとに戦略目標、施策として具現化し、その成果については戦略テーマ評価指標(ＫＰ

Ｉ)によって四半期ごとに進捗管理する等、明確な責任体制のもと事業戦略を組織横断的に展開しております。
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　シリコン事業

　半導体の基板であるシリコンウェハーを高精度に平坦化・鏡面研磨する研磨材事業であります。お客様へのタイム

リーな新製品の提供とトータルコストメリットの提言を目指し、ものづくりの意識を高めコア技術の確立と発展に注

力し、高いマーケットシェア維持を目指してまいります。

ＣＭＰ事業

　半導体チップの高集積化・微細化に伴う多層配線技術に使用されるＣＭＰ向けの研磨材事業であり、今後も拡大が

期待されます。顧客ロードマップに合った迅速な開発品の提供や技術サービスを核に、より密接なお客様との関係構

築や開発力の強化を目指すとともに、安定品質の提供にも努めてまいります。

ディスク事業

　パソコンやＨＤＤ搭載型ＤＶＤ・ＢＤレコーダー等の記憶媒体であるハードディスク用の研磨材事業であります。

各業界のニーズをいち早くキャッチし、開発期間の短縮化によりお客様の要求に合った新製品をタイムリーに提供し

てまいります。

機能材事業　

　上記３用途以外で使用される研磨材を中心とした事業であります。新規分野では環境エネルギー・代替資源分野を

中心に、省エネ・ＣＯ２削減で注目を集めるＬＥＤ照明用やパワーエレクトロニクス用の研磨材、レアアース代替材

料等の開発・販売に注力してまいります。また、精密砥石関係、研磨布紙関係、一般ラップ関係、その他各種の安定した

需要に支えられた製品に対しては、品質の維持向上や納期の迅速化、用途開拓の情報収集や新たな提案等でお客様の

信頼を高めるよう努めてまいります。

溶射材事業

　鉄鋼、航空機及び半導体等様々な業界の溶射用途向けに、主にサーメット溶射材とセラミック溶射材を提供している

事業であります。開発力を強化し、新規高機能品の早期市場投入やタイムリーなソリューションの提案により、売上の

大幅拡大とともに、収率改善や生産技術力の向上を図ってまいります。

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

上記１．記載の基本方針に基づいて、当社は、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益を毀損するような一方的

且つ大規模な買付行為及びその類似行為に対しては、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益を確保するために、

もっとも適切と思われる措置を迅速且つ的確に講じる必要性があると認識しております。このような認識のもと、当

社は、大規模買付行為がなされ、又はなされようとする場合に、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に反する買

付行為でないかどうかを株主が判断することや、株主のために当社取締役会が大規模買付者と交渉を行うことを可能

とするため、事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及びその内容の評価・検討、並びに大規模買付者との

交渉のための期間を確保するための枠組みとして、平成20年６月24日開催の定時株主総会でのご承認をもって「当社

株券等の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)」(以下「本対応方針」といいます。)を導入いたしました。

また平成22年６月23日開催の定時株主総会終結の時をもって本対応方針が有効期間満了となったことに伴い、同総会

において本対応方針を更新、継続することについてご承認をいただきました。　

本対応方針においては、対抗措置の発動の是非に関する判断等にあたって、その判断の合理性及び公正性を担保す

るために、当社は、当社の独立委員会規程に基づき、当社取締役会から独立した機関として、独立委員会を設置するこ

とといたしております。独立委員会の委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、社外取締役、

社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者又は他社の取締役若しくは執行

役として経験のある社外者等の中から選任されるものとします。
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４．上記取組みが基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものでなく、当社の役員の地位の維持を目的と

するものでないこと及びその理由　

当社取締役会が対抗措置を発動するか否かを判断するにあたっては、その判断の合理性及び公正性を担保するため

に、以下の手続を経ることとします。

まず、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立

委員会は、この諮問に基づき、取締役会評価期間内に、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得た上で、当社取締役

会に対して対抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際

して、取締役としての善管注意義務に反する特段の事情がない限り、独立委員会による勧告を最大限尊重するものと

いたします。

なお、当社取締役会は、独立委員会に対する上記諮問の他、大規模買付者の提供する大規模買付情報に基づき、必要

に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、当該大規模買付者及び当該大規模買付行為の具体的内容並びに当該大

規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に与える影響等を評価・検討等した上で、対抗措置を発動

するか否かを判断するものとします。

また、当社取締役会は、取締役としての善管注意義務に反する特段の事情がない限り、独立委員会による勧告を最大

限尊重した上で、株主意思の確認手続として、株主意思確認総会における株主投票、又は書面投票のいずれかを選択し

実施する場合があります。株主意思確認総会は、定時株主総会又は臨時株主総会とあわせて開催する場合もあります。

上記のように、当該取組みは会社役員の地位を維持する目的ではなく、当社の企業価値の源泉やステークホルダー

との信頼関係を壊すことなく、中長期的な視点で当社の企業価値、株主共同の利益の向上を真摯に目指す目的で導入

しているものであります。

（３）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、537百万円であります。なお、研究開発活動の状況

に重要な変更はありません。

（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループは一部主要原材料を輸入や外部メーカーに依存しており、特に新興国の需要増加や原産国の政策等に

より影響を受ける可能性があります。

　また、当社製品は半導体業界への売上依存度が高く、パソコン・携帯電話をはじめとする世界の情報通信の市場動向

やデジタル家電製品の需要動向等が、当社業績に影響を与える可能性があります。

　本年は、平成21年６月に策定いたしました中長期経営計画の３年目にあたり、第一段階の目標である成長への基礎固

め、体制作りの完了に向けて、人材育成、ものづくり力の向上、品質保証力の強化に傾注してまいります。

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、売上収入を主な財源としております。また、資金の流動性については、流動資産（当第１

四半期連結会計期間末30,717百万円）に対する流動負債（同5,889百万円）となり流動比率は521.6％であり、十分な

流動性を確保しているものと認識しております。

　　　　　　　　

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営陣の問題認識と今後の方針について重要な変更はありま

せん。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末　
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,699,500 30,699,500

　東京証券取引所

　名古屋証券取引所

　各市場第一部

単元株式数

100株　

計 30,699,500 30,699,500 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日　
－ 30,699,500 － 4,753 － 5,038

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式  2,760,100 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 27,912,900   　 　 279,129 －

単元未満株式  普通株式　   26,500 － －

発行済株式総数           30,699,500 － －

総株主の議決権 － 279,129 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式900株（議決権の数９個）を含めておりま

す。

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社フジミインコー

ポレーテッド

愛知県清須市西枇杷

島町地領二丁目１番

地１

2,760,100 － 2,760,100 8.99

計 － 2,760,100 － 2,760,100 8.99

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日か

ら平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,468 12,561

受取手形及び売掛金 6,820 6,639

有価証券 5,303 5,300

商品及び製品 2,647 2,965

仕掛品 1,033 1,146

原材料及び貯蔵品 1,367 1,594

繰延税金資産 632 488

その他 280 177

貸倒引当金 △157 △155

流動資産合計 30,396 30,717

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,963 6,837

その他（純額） 6,955 6,732

有形固定資産合計 13,919 13,569

無形固定資産 305 292

投資その他の資産

投資有価証券 98 105

繰延税金資産 95 96

その他 1,929 1,926

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 2,113 2,118

固定資産合計 16,338 15,980

資産合計 46,734 46,698
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,905 3,654

短期借入金 81 80

未払法人税等 476 44

賞与引当金 595 317

役員賞与引当金 － 12

その他 1,655 1,779

流動負債合計 5,714 5,889

固定負債

長期借入金 61 20

繰延税金負債 8 6

退職給付引当金 120 126

その他 27 29

固定負債合計 217 182

負債合計 5,932 6,072

純資産の部

株主資本

資本金 4,753 4,753

資本剰余金 5,069 5,069

利益剰余金 36,069 35,861

自己株式 △3,792 △3,792

株主資本合計 42,100 41,892

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 31 35

為替換算調整勘定 △1,597 △1,576

その他の包括利益累計額合計 △1,565 △1,540

新株予約権 61 60

少数株主持分 205 214

純資産合計 40,802 40,625

負債純資産合計 46,734 46,698
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 8,100 7,270

売上原価 5,560 5,099

売上総利益 2,540 2,170

販売費及び一般管理費 1,626 1,708

営業利益 913 462

営業外収益

受取利息 14 14

廃棄物処分益 8 10

その他 10 9

営業外収益合計 33 34

営業外費用

支払利息 3 2

為替差損 28 12

減価償却費 0 3

その他 0 0

営業外費用合計 33 17

経常利益 914 479

特別利益

固定資産売却益 1 －

投資有価証券売却益 38 －

新株予約権戻入益 1 0

特別利益合計 42 0

特別損失

固定資産除却損 1 0

投資有価証券売却損 9 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9 －

特別損失合計 21 0

税金等調整前四半期純利益 935 479

法人税、住民税及び事業税 65 79

法人税等調整額 326 120

法人税等合計 392 200

少数株主損益調整前四半期純利益 543 278

少数株主利益 5 2

四半期純利益 538 275
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 543 278

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △36 3

為替換算調整勘定 157 △156

その他の包括利益合計 120 △152

四半期包括利益 664 126

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 647 129

少数株主に係る四半期包括利益 17 △3
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

　当第１四半期連結会計期間より、連結子会社４社は決算日を12月31日より３月31日に変更しております。決算期変更に

伴う当該子会社の平成23年１月１日から平成23年３月31日までの３ヶ月間の損益は、利益剰余金の増減としております。

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。 

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 477百万円 449百万円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 431 15 平成22年３月31日 平成22年６月24日利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの　

　　該当事項はありません。　

　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月22日

定時株主総会
普通株式 558 20 平成23年３月31日 平成23年６月23日利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの　

　　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 日本 北米 アジア 欧州 合計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高
5,746 1,199 728 425 8,100 － 8,100

(2）セグメント間の

内部売上高
1,207 173 － － 1,381 (1,381) －

計 6,954 1,373 728 425 9,481 (1,381)8,100

セグメント利益 1,090 28 80 35 1,235 (321) 913

（注）１．セグメント利益の調整額△321百万円は、セグメント間取引消去31百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△255百万円及び棚卸資産の調整額△97百万円であります。全社費用の主な

ものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 日本 北米 アジア 欧州 合計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高        

外部顧客への売上高　 4,877 1,186 718 486 7,270 － 7,270

セグメント間の内部
売上高又は振替高　

1,242 237 － － 1,480△1,480 －

計 6,120 1,423 718 486 8,750△1,480 7,270

セグメント利益 664 78 28 9 779 △317 462

（注）１．セグメント利益の調整額△317百万円は、セグメント間取引消去26百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△296百万円及び棚卸資産の調整額△47百万円であります。全社費用の主な

ものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　　１株当たり四半期純利益金額 18円73銭 9円88銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 538 275

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 538 275

普通株式の期中平均株式数（株） 28,739,480 27,939,354

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

平成16年６月24日株主総会決議

の新株予約権

（新株予約権の数　680個）　

平成19年６月22日株主総会決議

の新株予約権

（新株予約権の数　1,550個）　

平成16年６月24日株主総会決議

の新株予約権（635個)は、平成

23年６月30日をもって行使期間

が終了しております。

平成19年６月22日株主総会決議

の新株予約権

（新株予約権の数　1,525個）

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　

（重要な後発事象）

        該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成23年８月５日

株式会社フジミインコーポレーテッド    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　圭祐　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 林　　伸文　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジミ

インコーポレーテッドの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23

年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジミインコーポレーテッド及び連結子会社の平成23年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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（注）１．上記は、四半期レビュー報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。　

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　

EDINET提出書類

株式会社フジミインコーポレーテッド(E01207)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

